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	セミナー後に受けられる支援制度
	せきの創業セミナーの受講とセキビズや各連携機関 (※１)での個別相談 (※2)を
	あわせて４回以上された方は、関市が発行する証明書を受けることで各種優遇制度を
	利用することができます。詳しくは、関市商工課（0575-23-6753）までお電話ください。
	(※１) 関商工会議所、関市西商工会、関市東商工会、関信用金庫、十六銀行、
	　　   大垣共立銀行、 岐阜信用金庫、日本政策金融公庫
	(※２) 個別相談のうち、セキビズでの相談が1回以上必須となります。


	各種優遇制度
	1.
	登録免許税の軽減
	認定を受けた創業者が会社を設立する際の登録免許税が軽減されます。
	例：株式会社の場合 資本金の0.7％ → 0.35％（ 最低税額15万円→7.5万円）

	2.
	創業関連保証の特例
	信用保証協会の無担保、第三者保証人なしの創業関連保証を事業開始の６か月前から利用することが可能です。

	3.
	日本政策金融公庫による新規開業・スタートアップ支援資金の貸付利率の引き下げ（別途審査あり）新規開業・スタートアップ支援資金の貸付利率の引き下げの対象として利用することが可能です。

	4.
	その他各種補助金制度等の加点、申請要件
	（例）小規模事業者持続化補助金創業型など　
	※詳細は関市商工課までお問い合わせください。

	〈証明書の発行を希望する方〉
	　せきの創業セミナーの受講とセキビズや各連携機関での個別相談を4回以上受講された方は関市商工課へ申請してください。
	※個別相談の内、セキビズでの相談が1回以上必須となります。
	【連携機関】
	関商工会議所、関市西商工会、関市東商工会、関信用金庫、十六銀行、大垣共立銀行、 岐阜信用金庫、日本政策金融公庫
	申込方法

	電 　  話
	フォーム
	０５７５−２３−６７５３
	https://logoform.jp/f/EsaRv


